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 訪問入浴介護 
第１　基本方針

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	基本方針
	訪問入浴介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、居宅における入浴の援助を行うことによって、利用者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図るものでなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第４４条）
	⇒事業運営の方針は、左記の基本方針に沿ったものとなっているか。
  □なっている
  □なっていない
	定款・約款等
運営規程
パンフレット

	
	
	⇒運営規程、パンフレット、その他利用者に説明する文書は、法令、規則等に則した内容になっているか。
  □なっている
  □なっていない
	


第２　人員に関する基準

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1)従業者の員数
	事業所ごとに置くべき訪問入浴介護の提供にあたる従業者（以下「訪問入浴介護従業者」という。）の員数は、次のとおりとする。
①　看護師又は准看護師　　　１以上
②　介護職員　　　　　　　　２以上

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４５条第１項）
	⇒訪問入浴介護従業者を左記により配置しているか。
  　　看護師又は准看護師　　　　　　　（　　）人
　　　介護職員　　　　　　　　　　　　（　　）人
□配置している
  □配置していない
	勤務表
労働者名簿
雇用契約書
履歴書
出勤簿

	
	訪問介護入浴従業者のうち１人以上は、常勤でなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４５条第２項）

	⇒訪問介護入浴従業者のうち１人以上は常勤であるか。
常勤　　　　　　　　　　　　　　（　　）人
　　　非常勤　　　　　　　　　　　　　（　　）人
  □満たしている
　□満たしていない
	労働者名簿
雇用契約書
勤務表


	
	事業者が予防給付型サービス事業者の指定を併せて受け、かつ、訪問入浴介護の事業と介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、予防給付型サービス基準を満たすことに加え、介護職員を１名置くことをもって、基準を満たしているものとみなすことができる。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４５条第３項）
	⇒左記のみなし事業所に該当するか。
□該当
　□非該当
⇒（左記のみなし事業所に該当する場合）条件を満たしているか。
①　看護師又は准看護師　　　　　　　 （　　）人
②　介護職員　　　　　　　　　　　　 （　　）人
③　訪問介護入浴従業者のうち常勤の者（　　）人
□満たしている
　□満たしていない
	労働者名簿
雇用契約書
勤務表



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(2)管理者
	事業所ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし当該事業所の管理上支障がない場合は、当該事業所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４６条）
※　管理者は訪問介護入浴従業者である必要はない。
※　支障があると考えられる例

　　管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務する場合など。ただし、施設における勤務時間が極めて限られている職員である場合等、個別に判断のうえ、例外的に認める場合もある。
※　以下の場合であって、当該事業所の管理業務に支障がないときは、
他の職務を兼ねることができる。
ア　当該事業所の訪問入浴介護従業者として職務に従事する場合
イ　同一敷地内又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理
業務に支障がないと認められる範囲内にある他の事業所、施設等の
職務に従事する場合


	⇒常勤の管理者を配置しているか。
　□配置している（□専従　□兼務）
　□配置していない
⇒兼務の場合、当該事務所の管理に支障がないか。
□兼務なし
　□支障がない
□支障がある
・兼務の状況（職務名、場所等）


	勤務表
労働者名簿

雇用契約書

履歴書

出勤簿
組織図


第３　設備に関する基準

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	設備及び備品等


	事業の運営を行うために必要な広さの専用の区画を設けるほか、訪問入浴介護の提供に必要な浴槽等の設備及び備品を備えなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第４７条第１項）

※　事業所には専用の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りをする等
他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えない。なお、この場合に、区分がされていなくても業務に支障がないときは、訪問入浴介護の事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとする。
※　専用の事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応するために適切なスペース及び浴槽等の備品・設備等を保管するために必要なスベースを確保すること。
※　専用の事務室又は区画については、訪問入浴介護に必要な浴槽（身体の不自由な者が入浴するのに適したもの）、車両、（浴槽を運搬し又は入浴設備を備えたもの）等の設備及び備品等を確保する必要がある。特に手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等に配慮する必要がある。
　ただし、他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、訪問入浴介護の事業及び当該他の事業所、施設等の運営に支障がない場合は、当該他の事業所又は、施設等に備えつけられた設備及び備品等を使用することができる。

※　事務室・区画、又は設備及び備品等については、必ずしも事業者が所有している必要はなく、貸与を受けているものであっても差し支えない。


	⇒必要な広さの専用の区画を設けているか。
  □設けている
　□設けていない
・他事業スペースとの区分及び受付・相談スペースの有無について確認
⇒必要な設備及び備品を備えているか。
　□備えている
　□備えていない
　・手指洗浄、感染症予防設備の有無及び他事業所設備との共有の状況について確認


	平面図
設備・備品台帳


	
	事業者が予防給付型サービス事業者の指定を併せて受け、かつ、訪問入浴介護の事業と介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、予防給付型サービスの設備に関する基準を満たすことで、この基準を満たすものとする。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４７条第２項）


	⇒左記の規定に該当しているか。
　□該当している 
　□該当していない


	


第４　運営に関する基準

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1)内容及び手続の説明及び同意


	訪問入浴介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、サービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービス提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第８条第１項）
※　サービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書の内容は、以下の項目等である。
ア　運営規程の概要
イ　訪問入浴介護従業者の勤務の体制
ウ　事故発生時の対応
エ　苦情処理の体制
※　わかりやすい説明書やパンフレット等（他の介護保険に関する事業を併せて実施している場合、パンフレット等について、一体的に作成することは差し支えないものとする。）を交付して、懇切丁寧に説明を行い、同意を得ること。
※　同意は、利用者及び訪問介護事業者双方の保護の立場から、書面によって確認することが望ましい。

	⇒重要事項を記した文書を交付して、懇切丁寧な説明を行っているか。
　□行っている   
　□行っていない
⇒重要事項を記した文書は、適切な内容となっている

か。
　□なっている                         
　□なっていない
	重要事項説明書
運営規程


	
	
	⇒説明書やパンフレットを準備しているか。
　□準備している 

  □準備していない 

  ・わかりやすいものになっているか確認
⇒サービス提供開始についての同意は、書面によって確認しているか。
  □書面で確認している
  □書面で確認していない

（→　書面で確認していない場合、次項の規定に基づく電磁的方法により情報提供しているか）
□電磁的方法により情報提供している
  □電磁的方法により情報提供していない
	説明書
パンフレット
契約書等の書面

	
	利用申込者又はその家族からの申出があった場合には、サービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書に代えて、利用申込者又はその家族の承諾を得て、電磁的方法（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第８条第５項で定める方法による。）により提供することができる。この場合において、事業者は重要事項説明書を交付したもののみなす。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第８条第２項）

	⇒電磁的方法による情報提供を行う場合、利用申込者又はその家族からの承諾はあるか。
  □承諾に基づき実施している
  □承諾があったことが確認できない。


	電磁的方法による通知につき利用者又はその家族からの申出・
承諾が確認可能な記録（電磁文書を含む。）


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(2)提供拒否の禁止

	正当な理由なく訪問入浴介護の提供を拒んではならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第９条）
※　サービスの提供を拒む場合の正当な理由とは、次の場合である。
ア　当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合
イ　利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場

　合
ウ　その他利用申込者に対し、自ら適切なサービスを提供することが困難な場合
エ　一般的に介護保険の生活援助の範囲に含まれないと考えられる場合
＊　エの具体的な事例
(1)　「直接本人の援助」に該当しない行為
　　 ・利用者以外のものに係る洗濯、調理、買い物、布団干し
　　 ・主として利用者が使用する居室等以外の掃除
　　 ・来客の応接（お茶、食事の手配等）
　　 ・自家用車の洗車・清掃　等
(2)　「日常生活の援助」に該当しない行為
　　 ・草むしり
　　 ・花木の水やり
　　 ・犬の散歩等ペットの世話　等
(3)　日常的に行われる家事の範囲を超える行為
　　 ・家具・電気器具等の移動、修繕、模様替え
  　 ・大掃除、窓のガラス磨き、床のワックスがけ
　　 ・室内外家屋の修理、ペンキ塗り
　　 ・植木の剪定等の園芸
　 ・正月、節句等のために特別な手間をかけて行う調理　等
※　要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止する。
※　利用者が特定のサービス行為以外の訪問介護サービスの利用を希望することを理由にサービスの提供を拒否することを禁止する。
ただし、平１２．１１．１６老振発第７６号「指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について」の「１　指定訪問介護事業所の事業運営の取扱について」に該当する場合を除く。

	⇒要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否していないか。　　
  □拒否していない 
  □拒否したことがある  

⇒特定のサービス行為以外の訪問介護サービスの利用を希望することを理由にサービスの提供を拒否していないか。
　□拒否していない
  □拒否したことがある 


	苦情記録等



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(3)サービス提供困難時の対応
	通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合には、当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者（法第８条第２４項に規定する居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。）への連絡、適当な他の訪問介護事業者等の紹介、その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１０条）
	⇒サービス提供が困難な場合は、左記により必要な措置を速やかに講じているか。
　□講じている
　□講じていない
　□提供困難な事例なし
  ・講じている場合、その具体的方法を確認
	利用者に関する記録


	(4)受給資格等の確認
	訪問入浴介護の提供を求められた場合には、その者の提示する被保険者証によって被保険者資格、要介護認定の有無及び有効期間を確かめるものとする。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１１条第１項）
	⇒利用申込者の受給資格等について確認を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
	利用者に関する記録
被保険者証の写し


	
	被保険者証に認定審査会の意見の記載がある場合には、当該意見に配慮して訪問入浴介護を提供するように努めなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１１条第２項）
	⇒認定審査会の意見に配慮してサービスを提供しているか。
　□提供している
　□提供していない
　□審査会の意見記載事例なし
	

	(5)要介護認定の申請に係る援助
	訪問入浴介護の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われているかを確認し、申請が行われていない場合は利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１２条第１項）
	⇒利用者の意思を踏まえ、必要な援助を行っているか。
  □行っている
　□行っていない
  □援助が必要な事例なし
	利用者に関する記録


	
	居宅介護支援（相当するサービスを含む。）が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前までにはなされるよう、必要な援助を行わなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１２条第２項）
	⇒左記の場合に、必要な援助を行っているか。
  □行っている  
　□行っていない
  □援助が必要な事例なし
	

	(6)心身の状況等の把握
	訪問入浴介護の提供に当たっては、サービス担当者会議等を通じて利用者の心身の状況その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１３条）
	⇒左記により利用者の心身の状況等の把握に努めているか。
　□努めている
　□努めていない
　・サービス担当者会議の実施状況について確認
	利用者に関する記録
アセスメント表等
サービス担当者会議等の記録


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(7)居宅介護支援事業者等との連携
	訪問入浴介護を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者、その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者（以下「居宅介護事業者等」という。）と密接な連携に努めなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
 (平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１４条第１項）
	⇒居宅介護支援事業者等との連携に努めているか。
　□努めている
　□努めていない
	情報提供に関する記録

	
	訪問入浴介護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１４条第２項）
	⇒サービス提供の終了に際し、居宅介護支援事業者等との連携に努めているか。

　□努めている
　□努めていない
	指導に関する記録

	(8)法定代理受領サービスの提供を受けるための援助
	訪問入浴介護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則第６４条各号のいずれにも該当しないときは、利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依頼する旨を市町村に届け出ること等により、サービスの提供を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービスを受けるために必要な援助を行わなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１５条）
※　介護保険法施行規則第６４条
　一　居宅要介護被保険者が指定居宅サービス（居宅療養管理指導及び特定施設入居者生活介護（利用期間を定めて行うものを除く。以下この条において同じ。）を除く。）を受ける場合であって、次のいずれかに該当するとき。
イ　当該居宅要介護被保険者が法第４６条第４項の規定により指定居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定居宅サービスが当該指定居宅介護支援に係る居宅サービス計画の対象となっているとき。

ロ　当該居宅要介護被保険者が基準該当居宅介護支援（法第４７条第１項第１号に規定する基準該当居宅介護支援をいう。以下同じ。）を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定居宅サービスが当該基準該当居宅介護支援に係る居宅サービス計画の対象となっているとき。

	⇒法定代理受領サービスを受けるための要件について説明を行っているか。
　□説明している
　□説明していない

　□居宅介護支援事業者が説明したことを確認済み
⇒利用申込者が法定代理受領サービスを受けるために必要な援助を行っているか。
　□行っている
　□行っていない

　□居宅介護支援事業者が援助したことを確認済み
	サービス担当者会議等の記録


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(8)法定代理受領サービスの提供を受けるための援助
	ハ　当該居宅要介護被保険者が小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定居宅サービスが指定地域密着型サービス基準第７４条第１項（指定地域密着型サービス基準第１８２条において準用する場合を含む。）の規定により作成された居宅サービス計画の対象となっているとき。

ニ　当該居宅要介護被保険者が当該指定居宅サービスを含む指定居宅サービスの利用に係る計画をあらかじめ市町村に届け出ているとき。

二　居宅療養管理指導及び特定施設入居者生活介護を受けるとき。
※　法定代理受領サービス

　　居宅サービス事業者等が利用者である被保険者に代わって保険給付を受ける方法（代理受領）によって提供されるサービス。

	
	サービス担当者会議等の記録

	(9)居宅サービス計画に沿ったサービスの提供
	居宅サービス計画（被保険者（利用者）が自分で作成し、市町村に届け出た計画を含む。）が作成されている場合、当該計画に沿ったサービスを提供しなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１６条）
	⇒居宅サービス計画に沿ったサービスを提供しているか。
　□提供している
　□提供していない
	居宅サービス計画書
サービス提供票

	(10)居宅サービス計画の変更の援助
	利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、当該利用者に係る居宅介護支援事業者への連絡その他の必要な援助を行わなければならない。
（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１７条）

※　サービスを追加する場合に当該サービスを法定代理受領サービスとして利用する場合には支給限度額内で居宅サービス計画を変更する必要がある旨の説明その他の必要な援助を行わなければならない。


	⇒居宅サービス計画の変更のために必要な援助を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
　□居宅サービス計画変更希望事例なし
	居宅サービス計画書
サービス提供票


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(11)身分を証する書類の携行
	訪問介護従業者に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１８条）

※　身分を証する書類とは、身分を明らかにする証書や名札等である。
※　当該証書等は、当該事業所の名称、当該訪問介護員の氏名が記載されていること。訪問介護員等の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい。


	⇒訪問介護員は、身分を証する書類を携行しているか。
　□携行している
　□携行していない

・登録訪問介護員についても作成されているか確認

・事業所の名称、氏名（職能）の記載及び写真の貼付があるか確認
⇒身分を証する書類の携行及び提示について指導をしているか。
　□指導している
　□指導していない
  ・初回訪問時に提示を行っているか確認  　 
	身分証明書
就業規則
業務マニュアル

	(12)サービス提供の記録
	訪問入浴介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第１９条第１項、第２項）

※　記載すべき事項には、次にあげるものが考えられる。
①居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載すべきもの

　　ア　サービスの提供日
　　イ　内容（例：サービス提供時間等）
　　ウ　保険給付の額
　　エ　その他必要な事項

②訪問介護記録等に記載すべきもの

　　ア　サービスの提供日

　　イ　提供したサービスの具体的内容

　　ウ　利用者の心身の状況

　　エ　その他必要な事項

	⇒提供したサービスの具体的な内容等を記録するとともに、利用者からの申出があった場合に、文書の交付その他適切な方法により、その情報を提供しているか。
  □提供している
  □提供していない
　□利用者からの申し出なし
	居宅サービス計画書
サービス提供票



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(13)利用料等の受領
	法定代理受領サービスに該当する訪問入浴介護を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該サービスに係る居宅介護サービス費用基準額から当該事業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額（基本的には１割又は２割相当額）の支払いを受けるものとする。
（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４８条第１項）
	⇒利用者から左記の費用の額の支払を受けているか。
　□受けている
　□受けていない

	サービス提供票
領収証控


	
	法定代理受領サービスに該当しない訪問入浴介護を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、当該サービスに係る居宅介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４８条第２項）

※　一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けてはならない。


	⇒不合理な差額を設けていないか。
　□設けていない
　□設けている

	運営規程
サービス提供票
領収証控


	
	事業者は、令第４８条第１項及び同条第２項に定める支払を受ける額のほか、下記(1)及び(2)の費用の額を利用者から受けることができる。
(1)　利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅においてサービスを行う場合のそれに要する交通費
(2)　利用者の選定により提供される特別な浴槽水等に係る費用
（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４８条第３項）
※　移動に要する実費の支払を利用者から受けることはできるが、保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の徴収は認められない。


	⇒左記の場合、適切に交通費を受領しているか。
　□適切に受領している
　□適切に受領していない
　□通常の事業の実施地域以外の事例なし

	重要事項説明書
運営規程
領収証控


	
	令第４８条第３項に定める費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４８条第４項）
	⇒左記の場合、サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ているか。
　□同意を得ている
　□同意を得ていない
　□該当なし
	説明文書
利用申込書
同意書



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(13)利用料等の受領

	サービスの提供に要した費用につき、その支払を受ける際、当該支払をした被保険者に対し、領収証を交付しなければならない。
（介護保険法第４１条第８項）
	⇒利用者から支払を受けた際、領収証を交付している

か。
　□交付している
　□交付していない
	領収証控

	
	交付する領収証に、訪問介護について被保険者から支払を受けた費用の額のうち、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現に当該訪問介護に要した費用の額を超えるときは、当該現に要した費用の額とする）に係るもの及びその他の費用の額を区分して記載し、当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記載しなければならない。

（介護保険法施行規則第６５条）


	⇒領収証には費用区分を明確にしているか。
　□明確にしている
　□明確にしていない
	領収証控

	(14)保険給付の請求のための証明書の交付
	法定代理受領サービスに該当しない訪問入浴介護に係る利用料の支払を受けた場合は、提供したサービスの内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第２１条）


	⇒法定代理受領サービス以外の訪問介護の利用料の支払を受けた場合、サービス提供証明書を作成し、利用者に交付しているか。
　□交付している
　□交付していない
  □該当なし
	サービス提供証明書控


	(15)訪問入浴介護の基本取扱方針
	訪問入浴介護は、利用者の要介護状態の軽減又は、悪化の防止に資するよう、利用者の状態に応じて、適切に行わなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第４９条第１項）

	⇒左記によりサービスの提供を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
・利用者ごとに目標を設定し、計画的にサービスを提供しているか確認
	サービス提供票
利用者に関する記録

	
	自らその提供する訪問入浴介護の質の評価を行い、常にその改善を図られなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第４９条第２項）
※　利用者及びその家族の満足度について常に評価を行うこと。
※　評価に基づき計画の修正を行う等改善を図ること。

	⇒サービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。
　□図っている
　□図っていない
　・質の評価の実施及び改善策について確認
	評価を実施した記録
各種会議記録等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(16)訪問入浴介護の具体的取扱方針
	訪問入浴介護の提供に当たっては、常に利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ、必要なサービスを適切に提供する。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５０条第１号）
	⇒サービスの提供に当たり、利用者の心身の状況により訪問時に全身入浴が困難な場合は、利用者の希望により、「清拭」又は「洗髪、陰部・足部等の部分浴」を実施するなど、適切なサービス提供に努めているか。
  □実施している
　□実施していない
	サービス提供票

	
	訪問入浴介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行う。
（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５０条第２号）
	⇒訪問介護の提供を懇切丁寧に行っているか。
　□行っている
　□行っていない
⇒入浴方法等の内容、作業手順、入浴後の留意点などを含むサービス提供方法等について、利用者又はその家族に理解しやすいように説明を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
	業務手順書・業務マニュアル等
パンフレット・サービス内容説明書等
サービス担当者会議の記録等


	
	訪問入浴介護の提供に当たっては、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行う。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
※　常に新しい介護技術を習得する等、研鑽を行うこと。

（平１１厚生省令第３７号第５０条第３号）

	⇒適切な介護技術をもってサービスの提供を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
　・訪問介護入浴従業者に対する介護技術に関する研修等を実施しているか確認
	研修実施記録・資料等

	
	訪問入浴介護の提供は、１回の訪問につき、看護職員１人及び介護職員２人をもって行うものとし、これらの者のうち１人を当該サービスの提供責任者とする。ただし、利用者の身体の状況が安定していること等から、入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合においては、主治の医師の意見を確認した上で、看護職員に代えて介護職員を充てることができる。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５０条第４号）

	⇒サービス提供時の訪問入浴介護従業者を左記により配置しているか。
  　　看護師又は准看護師　　　　　　　（　　）人
　　　介護職員　　　　　　　　　　　　（　　）人
□配置している
  □配置していない
（→　配置していない場合、利用者の身体状況の安定等の理由により、入浴により利用者の身体状況等に支障が出るおそれがないとして、主治医の意見を確認したうえで、看護師に代えて介護職員を当てているか。）
□利用者からの聴取等により確認している
□主治医意見書等により確認している
  □確認を行っていない
	勤務表
労働者名簿
雇用契約書
履歴書
出勤簿
利用者に関する記録・担当者会議の記録等
主治医意見書等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(16)訪問入浴介護の具体的取扱方針
	
	⇒サービス提供責任者は入浴介護に関する知識や技術を有した者であるか。
　□適合している
　□不適当である
	資格書
履歴書・職務経歴が分かる書類

	
	
	⇒サービス提供責任者が衛生管理や入浴サービスの提供に当たって他の従業者に対し作業手順など適切な指導を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
	事業所内研修記録及びそれに類する書類
利用者に関する記録
相談・助言記録

	
	
	⇒利用者が安心してサービス提供を受けられるようにサービスの提供の責任者が配慮しているか。
　□行っている
　□行っていない
・利用者又はその家族への相談・助言の状況について　確認
	利用者に関する記録アセスメント表等

サービス提供票

	
	
	⇒利用者の身体の状況が安定していること等から、入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合として、事業者が利用者の主治医にその事実の確認を行った場合において利用者の同意を得ているか。
　□該当なし
　□同意を得ている
　□同意を得ていない
	同意書

	
	
	⇒利用者の身体の状況が安定していること等から、入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合として、主治医に対する確認を行うにあたり、利用者を通じた聴取等又は直接主治医に対する聴取等を行った際に、次にその事実を確認する時期につき確認を行っているか。
　□該当なし
　□確認している
　□確認していない
	利用者に関する記録・担当者会議の記録等
主治医意見書等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(16)訪問入浴介護の具体的取扱方針
	訪問入浴介護の提供に当たっては、サービスの提供に用いる設備、器具その他の用品の使用に際して安全及び清潔の保持に留意し、特に利用者の身体に接触する設備、器具その他の用品については、サービスの提供ごとに消毒したものを使用する。

（平２４北九州市条例第５１号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５０条第５号）
	⇒左記により安全及び清潔の保持に留意してサービスの提供を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
	業務手順書・業務マニュアル等


	(17)利用者に関する市町村への通知


	利用者が、正当な理由なしに訪問入浴介護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を増進させたと認められるときには、遅滞なく意見を付して市長に通知しなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第２６条第１号）
	⇒左記の場合、遅滞なく当該利用者について意見を付し市町村に通知しているか。
　□通知している
　□通知していない
　□市長へ通知を要する事例なし
	利用者に関する記録意見通知文書


	
	利用者が偽り又は不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたときには、遅滞なく意見を付して市長に通知しなければならない。
（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第２６条第２号）
	⇒左記の場合、遅滞なく当該利用者について意見を付し市町村に通知しているか。
　□通知している
　□通知していない
　□市長へ通知を要する事例なし
	利用者に関する記録意見通知文書

	(18)緊急時等の対応
	現に訪問入浴介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ定めた協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５１条）
	⇒左記の場合、必要な措置を講じているか。
　□必要な措置を講じている
  □必要な措置を講じていない
　□緊急時対応が必要な事例なし
	運営規程
利用者に関する記録
（協力医療機関がある場合には）協定書等

	(19)管理者の責務
	管理者は、従業者の管理及び訪問入浴介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５２条第１項）
	⇒管理者は、左記の管理を一元的に行っているか。
  □行っている
　□行っていない
	組織図
運営規程
職務分担表
業務日誌等

	
	管理者は、従業者に令第５４条において準用する第８条から第５４条に定める規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５２条第２項）
	⇒管理者は、左記の指揮命令を適切に行っているか。
  □行っている
　□行っていない
	業務日誌等の記載事項に対する管理者の確認記録等
事故等に対する管理者の対応に係る記録等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(20)運営規程
	事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（運営規程）を定めておかなければならない。

※　運営規程には、次の事項を定め、記載すること。
　①　事業の目的及び運営の方針
　②　従業者の職種、員数及び職務内容
　③　営業日及び営業時間
　④　訪問入浴介護の内容及び利用料その他の費用の額
　⑤　通常の事業の実施地域
　⑥　サービスの利用に当っての留意事項
　➆　緊急時等における対応方法
  ⑧　虐待の防止のための措置に関する事項（令和６年３月３１日まで努力義務）
　⑨　その他運営に関する重要事項
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５３条）
※　④の「利用料」については、法定代理受領サービスである訪問入浴介護に係る利用料（１割負担又は２割負担）及び法定代理受領サービスでない訪問入浴介護の利用料を、「その他の費用の額」としては、居宅基準第４８条第３項により徴収が認められている交通費の額及び必要に応じてその他のサービスに係る費用の額を定め、記載する。
※　⑤の「通常の事業の実施地域」については、客観的にその区域が特定されるよう定め、記載する。なお、通常の事業の実施地域は、利用申込に係る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを妨げるものではない。
※　⑥の「サービスの利用に当っての留意事項」については、利用者が訪問入浴介護の提供を受ける際に、利用者側が留意すべき事項（入浴前の食事の摂取に関すること等）を指すものであることに留意すること。
※　⑧の「虐待の防止のための措置に関する事項」については、虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方法等を指す内容であること。
※　同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合においては、運営規程を一体的に作成しても差し支えない。

	⇒運営規程は適切に定められているか。
　□適切に定められている
　□適切に定められていない
　・運営規程の内容が適切であるか確認
・指定申請時から変更があった内容について変更
の届出がなされているか確認
	運営規程
指定申請書（控）
変更届出書（控）


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(21)勤務体制の確保等
（第３項は、令和６年３月３１日まで努力義務）
	利用者に対し適切な訪問入浴介護を提供できるよう、事業所ごとに、訪問入浴介護従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５３条の２第１項）

※　原則として月ごとの勤務表を作成すること。
※　訪問入浴介護従業者については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼務関係、サービス提供責任者である旨等を明確にすること。


	⇒左記により訪問入浴介護従業者について勤務の体制を定めているか。
　□定めている
　□定めていない
⇒月ごとの勤務表を作成しているか。
　□作成している
　□作成していない
　・勤務表の内容について確認
	就業規則
雇用契約書
派遣契約書

勤務表

労働者名簿

	
	事業所ごとに、当該事業所の訪問入浴介護従業者によって訪問入浴介護を提供しなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５３条の２第２項）

※　当該事業所の訪問介護従業者とは、雇用契約、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（労働者派遣法）に規定する労働者派遣契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮命令下にある訪問入浴介護従業者を指すものであること。

	⇒当該事業所の訪問入浴介護従業者が訪問入浴介護を担当しているか。
　□担当している
　□担当していない
　・事業所と訪問入浴介護従業者との雇用契約等の内容について確認
	

	
	訪問入浴介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。その際、事業者は、全ての訪問入浴介護事業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介護保険法８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５３条の２第３項）
※　事業者は、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者に対し、認知症介護基礎研修を受講させなければならない（令和６年３月３１日までは努力義務）
※　当該義務付けの対象とならない者は、看護師、准看護士、介護福祉士、介護支援専門員、実務研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等
※　新規採用・中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格を有さない者に限る）は、採用後１年経過するまでに認知症介護基礎研修を受講させること。

	⇒研修の機会が確保されているか。
　□確保されている
　□確保されていない
　・研修期間が実施する研修や事業所内の研修の実施状況について確認
⇒医療・福祉関係の資格を有さない者に対し、認知症介護基礎研修を受講させているか（新規・中途入社の者は、採用後１年を経過するまでに受講させているか）。
　□受講させている
　□受講できていない
　・令和６年３月３１日までは努力義務
	研修に関する記録・資料

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(21)勤務体制の確保等
（第３項は令和６年３月３１日まで努力義務）
	職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより訪問入浴介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５３条の２第４項）

※　事業主が講ずべき措置の具体的内容について、特に留意されたい内容は以下のとおり

①　事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
　　　職場におけるハラスメント（セクシャルハラスメントやパワーハラスメント）の内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方針を明確化し、従業員に周知・啓発すること。
②　相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
　　　相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

※　カスタマーハラスメントについて事業主が講じることが望ましい取組
　　顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組例として、
　　①　相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制整備
　　②　被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させない等）
　　③　被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）


	⇒事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発を行っているか。
　□行っている
　□行っていない
⇒相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制を整備しているか
　□整備している　→　（相談担当者：　　　　　　）
　□整備していない
⇒カスタマーハラスメントについて、事業主が講じることが望ましい取組を行っているか
　□行っている
　□行っていない

	ハラスメントに係る事業主が定めた指針

相談担当者や相談窓口の分かる資料

カスタマーハラスメントに係る相談や適切に対応する体制が分かる資料
被害防止のためのマニュアルや研修の実施記録　等


	(22) 業務継続計画の策定等
（令和６年３月３１日まで努力義務）
 
	感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する訪問入浴介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務展開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第３０条の２第１項）
　

	⇒業務継続計画を策定しているか
  □策定している
　□策定していない

	感染症に係る業務継続計画
災害に係る業務継続計画



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(22) 業務継続計画の策定等
（令和６年３月３１日まで努力義務）

	※　業務継続計画には、以下の項目等を記載すること
　イ　感染症に係る業務継続計画
　　　a  平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止への取組の実施、備蓄品の確保等）
      b　初動対応
　　　c  感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報提供等）

　ロ　災害に係る業務継続計画

　　　a  平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）

　　　b  緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

　　　c  他施設及び地域との連携


	⇒業務継続計画を策定している場合、左記の項目についても記載しているか
　□感染症及び災害に係る業務継続計画を策定し、
　　各項目についても全て記載ができている

　□感染症及び災害の両方の業務継続計画を策定したが、項目に不足がある
　□片方の業務継続計画しか策定できていないが、項目に不足はない

　□片方の業務継続計画しか策定できていなく、項目にも不足がある


	感染症に係る業務継続計画
災害に係る業務継続計画



	
	従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第３０条の２第２項）

※　職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また研修の内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。
※　訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。

　　訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。


	⇒業務継続計画を従業員に周知しているか
　□周知している
　□周知していない
　
⇒業務継続計画について、定期的（年１回以上）の研修を行い、その内容を記録しているか

　□研修を行い、記録している
　　直近の研修を行った日（令和　　年　　月　　日）
（令和　　年　　月　　日）

　□研修を行っていない
　
⇒新規採用時の研修として、業務継続計画に関する研修も行っているか
　□行っている
　□行っていない又は新規採用がない
⇒訓練（シミュレーション）を、定期的（年１回以上）に実施しているか
　□実施している
　□実施していない
	研修記録
訓練記録




	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(2２)業務継続計画の策定等
（令和６年３月３１日まで努力義務）

	定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第３０条の２第３項）


	⇒必要に応じて業務継続計画の変更を行っているか
　□行っている
　□行っていない
　□変更の必要がない
　□業務継続計画をまだ策定していない

	

	(2３)衛生管理等
（第３項については、令和６年３月３１日まで努力義務）

	訪問入浴介護従業者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３１条第１項）
	⇒訪問介護員の清潔保持及び健康状態について必要な管理を行っているか。
　□管理を行っている
　□管理を行っていない
	衛生管理マニュアル健康診断の記録

	
	事業所の訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３１条第２項）
※　訪問入浴介護従事者が感染源となること、また、訪問入浴介護従事者を感染の危険から守るための使い捨ての手袋等の備品等を備えること。

	⇒事業所の浴槽その他の設備及び備品等について衛生的な管理（清掃・消毒・保管・検査等）を行っているか。
　□管理を行っている
　□管理を行っていない
⇒使い捨て手袋等の感染予防具等を備えているか。
□配置している
　□配置していない
	衛生管理マニュアル
（循環式浴槽の場合には）水質検査記録


	
	事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。
一　事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（感染対策委員会）（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、訪問入浴介護従業者に周知徹底を図ること。
二　事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること
三　事業所において、訪問入浴介護従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第３１条第３項）

	⇒感染対策委員会を６月に１回以上、開催しているか
　□開催している
　　→直近の開催日（令和　　年　　月　　日）
（令和　　年　　月　　日）
□開催していない
⇒左記の指針を整備しているか
　□整備している
　□整備していない
⇒左記の研修及び訓練を実施しているか
　□実施している
　□実施していない

	感染対策委員会の記録
感染症の予防及びまん延防止のための指針

感染症の予防及びまん延防止のための研修や訓練に係る記録




	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(2３)衛生管理等
（第３項については、令和６年３月３１日まで努力義務）
	※　感染対策委員会について
　委員会は、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策担当者を決めておくことが必要である。また、委員会は感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。

　委員会を、テレビ電話装置等を活用して行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。
　委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。
※　感染症の予防及びまん延防止のための指針について
　指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。
・平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等
・発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等
が想定される。また、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。

	⇒感染対策委員会を開催している場合、感染症対策の知識を有する者を構成メンバーに入れているか。
　□入れている
　□入れていない
⇒専任の感染対策担当者を決めているか
　□決めている　→　（担当者：　　　　　　　　　）
　□決めていない
⇒左記の指針を整備している場合、平常時の対策及び発生時の対応を規定しているか
　□両方とも規定している
　□片方しか規定できていない
⇒左記の指針に、発生時の連絡体制について明記しているか
　□明記している
　□明記していない

	


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(23)掲示
	事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、訪問入浴介護従業者の勤務体制、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。
（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３２条）

※　掲示すべきサービスの選択に資すると認められる重要事項は、以下の項目等である。
ア　運営規程の概要
イ　訪問入浴介護従業者の勤務体制
ウ　事故発生時の対応
エ　苦情処理の体制
オ　提供するサービスの第三者評価の実施状況

カ　利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

	⇒当該事業所の見やすい場所に重要事項の掲示を行っているか。
　□掲示を行っている
　□掲示を行っていない
　・掲示している項目、文字の大きさ、掲示方法等について掲示物を確認
	掲示物又は供覧文書

	(24)秘密保持等
	従業者は正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３３条第１項）
	⇒利用者又はその家族の秘密保持のために、必要な措置を講じているか。
　□必要な措置を講じている
　□必要な措置を講じていない
　・雇用契約時の従業者の守秘義務の内容等を確認
	従業規則等守秘義務に係る規則等を記載した書類

	
	従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３３条第２項）

※　秘密を保持すべき旨を従業者との雇用契約時に取り決め、例えば違約金について定める等の措置を講じるべきものとする。

	⇒従業者であった者に対して、秘密保持のために必要な措置を講じているか。
　□必要な措置を講じている
　□必要な措置を講じていない
　・従業者であった者との守秘義務の内容等を確認
	従業規則等守秘義務に係る規則等を記載した書類

	
	サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３３条第３項）

※　この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家族から包括的な同意を得ておくことで足りるものである。


	⇒個人情報を用いる場合は、文書により利用者及びその家族から同意を得ているか。
　□同意を得ている
　□同意を得ていない
　・文書の内容及び署名・捺印を確認
	同意書


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(25)広告
	事業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３４条）
	⇒運営規程等と比較して、広告内容に虚偽、誇大な表現がないか。
　□虚偽、誇大な表現はない
　□虚偽、誇大な表現がある
  □広告をしていない
	パンフレット・ポスター等広告書類
事業所のホームページの掲載情報等

	(26)居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止
	居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３５条）
	⇒居宅介護支援事業者に対して金品その他の財産上の利益を供与していないか。
　□供与していない
　□供与している
	

	(27)苦情処理
	提供した訪問入浴介護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条第１項）
※　必要な措置とは、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、サービスの内容を説明する文書に記載するとともに、事業所に掲示すること等である。


	⇒苦情処理について必要な措置を講じているか。
　□必要な措置を講じている
　□必要な措置を講じていない
　・具体的な苦情及び措置の内容について確認
	運営規程
掲示物
指定申請書（写）
苦情に関する記録

	
	苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条第２項）

※　苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組みを自ら行うこと。

	⇒苦情内容等について記録をしているか。
  □記録をしている
　□記録をしていない
  □該当なし
⇒質の向上に向けた取組みを自ら行っているか。
  □行っている
  □行っていない
  □該当なし
	苦情に関する記録
各種会議記録等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(2８)苦情処理
	提供した訪問入浴介護に関し、法第２３条の規定により市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は市職員からの質問若しくは照会に応じ、利用者からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条第３項）
	⇒市が行う文書その他の物件の提出の求め、照会・調査等に協力しているか。
　□協力している
　□協力していない
　□市からの要求事例なし
⇒指導・助言があった場合、必要な改善を行ったか。
　□必要な改善を行った
　□必要な改善を行っていない
　□指導・助言事例なし
	指導等に関する記録

	
	提供した訪問介護入浴に係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条第５項）
	⇒国保連が行う調査に協力しているか。
　□協力している
　□協力していない
　□国保連調査事例なし
⇒指導・助言があった場合、必要な改善を行ったか。
　□必要な改善を行った
　□必要な改善を行っていない
  □国保連指導・助言事例なし
　・具体的改善内容について確認
	指導等に関する記録
各種会議記録等

	
	国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、令第３７号第５４条において準用する第３６条第５項の規定に基づく改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条第６項）
	⇒国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合、
改善内容を報告したか。
  □改善内容を報告した
  □改善内容を報告していない
  □国保連からの要求事例なし
	改善報告書

	(2９)地域との連携
	事業の運営に当たっては、提供した訪問入浴介護に関する利用者からの苦情に関して市等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市が実施する事業に協力するよう努めなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条の２第１項）
	⇒介護相談員派遣事業や市が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住民の協力を広く得て行う事業等、市が実施する事業等に協力するよう努めているか。
  □努めている
  □努めていない
	活動記録等

	
	事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して訪問入浴介護を提供する場合には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても訪問入浴介護の提供を行うよう努めなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３６条の２第２項）
	⇒同一建物以外の者に対しても、訪問入浴介護を提供するよう努めているか。
  □努めている
  □努めていない
	


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(３０) 事故発生時の対応
	利用者に対する訪問介護入浴の提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３７条第１項）

※　事故が発生した場合の対応方法をあらかじめ定めておくことが望ましい。

	⇒事故が発生した際、左記により必要な措置を講じているか。
　□必要な措置を講じている
　□必要な措置を講じていない
　□事故発生事例なし
⇒事故が発生した場合の対応方法をあらかじめ定めているか。
　□定めている
　□定めていない
　・あらかじめ定めた対応方法について確認 
	事故報告書

ヒヤリハットの記録
事故対応マニュアル

	
	令第３７号第５４条において準用する第３７条第１項の規定に該当する事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３７条第２項）
※　事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講
じること。


	⇒事故の状況及び事故に際して採った処置を記録しているか。
  □記録している
  □記録していない
  □事故発生事例なし
⇒事故が発生した際、その原因を究明し、再発生を防ぐための対策を講じているか。
□原因の究明・再発防止対策を行っている
  □原因の究明や再発防止対策を行っていない
  □事故発生事例なし
・再発防止策について内容確認
	事故報告書

ヒヤリハットの記録
（事故発生が確認された場合）各種会議記録等、原因究明・対策検討の記録

	
	利用者に対する訪問入浴介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３７条第３項）
※　速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入、又は賠償資力を有することが望ましい。


	⇒左記の場合、損害賠償を速やかに行っているか。
　□行っている
　□行っていない
  □事故発生事例なし
⇒損害賠償保険に加入、又は賠償資力を有しているか。
　□有している
　□有していない

	損害賠償記録等
損害賠償保険証書等



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(３１)虐待の防止
（令和６年３月３１日まで努力義務）
	事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（虐待防止検討委員会）（テレビ電話装置等の活用も可）を定期的に開催するとともに、その結果について、訪問入浴介護従業者に周知徹底を図ること。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第第５４条において準用する３７条の２第１号）
※　虐待防止検討委員会について
　　委員会は、管理者を含め幅広い職種で構成し、構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催する必要である。また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。
　　なお、委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、他の事業所との連携により行うことも差し支えない。

　また、委員会を、テレビ電話装置等を活用して行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

※　虐待防止検討委員会の検討事項及び従業者への周知徹底

　委員会は、次の事項について検討し、その結果を従業者に周知徹底を図る必要がある。

　イ　委員会その他事業所内の組織に関すること

　ロ　虐待防止のための指針の整備に関すること
　ハ　虐待防止のための職員研修の内容に関すること
　ニ　虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること

ホ　従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ
適切に行われるための方法に関すること

ヘ　虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の
確実な防止策に関すること
　　ト　前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること


	⇒虐待防止検討委員会を開催しているか
  □開催している
  □開催していない
以下、虐待検討防止員会を開催している場合の確認

　⇒虐待防止の専門家を委員として活用しているか
  　□活用している
  　□活用していない
⇒訪問入浴介護従業者へ、委員会の結果を周知しているか
  　□周知している
　　　（周知方法：　　　　　　　　　　　　　　）
  　□周知していない
⇒虐待防止検討委員会を定期的に開催しているか
  　□開催している
　　　　直近の開催日（令和　　年　　月　　日）
　　　　　　　　　　（令和　　年　　月　　日）
  　□開催していない

	虐待防止検討委員会の実施記録等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(３１)虐待の防止
（令和６年３月３１日まで努力義務）
	事業所における、虐待の防止のための指針を整備すること。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３７条の２第２号）
※　虐待の防止のための指針について、次のような項目を盛り込むこととする。

　イ　事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
　ロ　虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
　ハ　虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
　ニ　虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
　ホ　虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
　ヘ　成年後見制度の利用支援に関する事項
　ト　虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
　チ　利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
　リ　その他虐待の防止の推進のために必要な事項

	⇒虐待の防止のための指針を整備しているか
　□整備している
　□整備していない

	虐待の防止のための指針

	
	事業所において、訪問入浴介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３７条の２第３号）
※　虐待の防止のための従業者に対する研修について
　　研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、虐待の防止のための指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。
　　事業者は、当該指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要である。
　　また、研修の実施内容についても記録をすることが必要である。研修の実施は、事業所内での研修で差し支えない。


	⇒虐待の防止のための研修を実施し、記録しているか
　□実施し、記録している
　□実施しているが、記録ができていない
　□実施していない
⇒当該研修を実施している場合、その実施日について
　（令和　　年　　月　　日）

（令和　　年　　月　　日）

（令和　　年　　月　　日）

	虐待の防止のための研修の記録


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(３１)虐待の防止
（令和６年３月３１日まで努力義務）
	居宅基準第３７条の２第１号～第３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３７条の２第４号）
※　虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者について

　虐待を防止するための体制として、
　　①虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号）
　　②虐待の防止のための指針（第２号）
　　③虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号）
　までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。
　当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。


	⇒虐待の防止に関する措置を適切に実施するための、専任の担当者を置いているか
　□担当者を置いている
　□担当者を置いていない

	虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者が分かる資料


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(3２)会計の区分
	事業所ごとに経理を区分するとともに、当該事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならない。

（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５４条において準用する第３８条）

※　具体的な会計処理の方法については、平１３．３．２８老振発第１８号「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」、平２４．３．２９老高発０３２９第１号「介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社会福祉法人会計基準の取扱いについて」及び平１２．３．１０老計第８号「指定介護老人福祉施設等に係る会計処理等の取扱いについて」を参考として適切に行うこと。

	⇒経理・会計を区分しているか。
　□区分している
　□区分していない
⇒左記の通知を参考とした会計処理となっているか。
　□なっている
　□なっていない
　・会計処理が適切に行われているか確認
	会計に関する書類

	(3３)記録の整備
	従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。
（平２４北九州市条例第51号第7条）

（平１１厚生省令第３７号第５３条の３第１項）
	⇒諸記録を整備しているか。
　□整備している
　□整備していない
　・記録の内容について確認
	

	
	訪問介護計画、提供した具体的なサービスの内容等の記録については、それぞれのサービスの提供に対する保険給付の支払の日から５年間保存しなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第１０条）

（参考）厚生省令第３７号における規定内容
（平１１厚生省令第３７号第５３条の２第２項）
利用者に対する訪問入浴介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。

※　保存対象となる記録（各々の項の下カッコ書きは規定する条文）
①　訪問介護計画書
（市条例第５１号第１０条）
②　提供した具体的なサービスの内容等の記録
（令第３７号第５４条において準用する第１９条第２項）

③　市町村への通知に係る記録
（令第３７号第５４条において準用する第２６条）
④　苦情の内容等の記録
（令第３７号第５４条において準用する第３６条第２項）
⑤　事故の状況及び事故に際して採った処置の記録
（令第３７号第５４条において準用する第３７条第２項）


	⇒左記の記録を整備し、保存しているか。
　□保存している
　□保存していない
　・記録の内容について確認
　・過去の記録の保管状況について確認
	


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(32)暴力団員等の排除

	事業者は、次の各号のいずれかに該当してはならない。

(1)　事業者または管理者が、暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過していない者（以下「暴力団員等」という。）であること。

(2)　暴力団員等をその事業所の業務に従事させ、又は業務の補助者として使用していること。

(3)　暴力団員等によりその事業所の運営について支配をうけていると認められること。

(4)　福岡県暴力団排除条例（以下「県条例」という。）に従わなかった旨の公表をされた者で、公表をされた日から起算して２年を経過していないこと。

(5)　管理者又は役員等が前号に規定する公表をされ、公表をされた日から起算して２年を経過していないこと。

＜参照＞

［県条例が規定する禁止事項］

・　暴力団の活動又は運営に協力する目的で、暴力団員等に利益供与してはならない（県条例第１５条第２項）

・　暴力団員が暴力団員であることを隠蔽する目的であることを知って、暴力団員に自己の名義を利用させてはならない（県条例第１７条の３）

・　暴力団事務所の用に供されることとなることを知って、自己の不動産を譲渡等する契約をしてはならない（県条例第１９条第２項）

・　暴力団事務所の用に供されることとなることを知って、他人の不動産を譲渡等する契約の代理又は媒介をしてはならない（県条例第２０条第２項）

(6)　県条例第２５条第１項第３号に該当することにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していないこと。

(7)　管理者又は役員等が県条例第２５条第１項第３号に該当することにより懲役又は罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過していない者であること。

（平２４北九州市条例第５１号第１１条）
＜参照＞

[県条例が規定する禁止事項]

・暴力団の威力を利用する目的で、あるいは暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団員等に利益を供与してはならない。（県条例第１５条第１項）

	⇒左記の暴力団員等の排除の取り組みを行っているか。
　□行っている。
　□行っていない。

	暴力団排除に係る誓約書


第５　設備に関する基準

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	設備及び備品等


	事業の運営を行うために必要な広さの専用の区画を設けるほか、基準該当訪問入浴介護の提供に必要な浴槽等の設備及び備品を備えなければならない。

（平２４北九州市条例第５１号第７条）

（平１１厚生省令第３７号第５７条第１項）

※　事業所には専用の事務室を設けることが望ましいが、間仕切りをする等
他の事業の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支えない。なお、この場合に、区分がされていなくても業務に支障がないときは、基準該当訪問入浴介護の事業を行うための区画が明確に特定されていれば足りるものとする。
※　専用の事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応するために適切なスペース及び浴槽等の備品・設備等を保管するために必要なスベースを確保すること。
※　専用の事務室又は区画については、基準該当訪問入浴介護に必要な浴槽（身体の不自由な者が入浴するのに適したもの）、車両、（浴槽を運搬し又は入浴設備を備えたもの）等の設備及び備品等を確保する必要がある。特に手指を洗浄するための設備等感染症予防に必要な設備等に配慮する必要がある。
　ただし、他の事業所、施設等と同一敷地内にある場合であって、基準該当訪問入浴介護の事業及び当該他の事業所、施設等の運営に支障がない場合は、当該他の事業所又は、施設等に備えつけられた設備及び備品等を使用することができる。

※　事務室・区画、又は設備及び備品等については、必ずしも事業者が所有している必要はなく、貸与を受けているものであっても差し支えない。


	⇒必要な広さの専用の区画を設けているか。
  □設けている
　□設けていない
・他事業スペースとの区分及び受付・相談スペースの有無について確認
⇒必要な設備及び備品を備えているか。
　□備えている
　□備えていない
　・手指洗浄、感染症予防設備の有無及び他事業所設備との共有の状況について確認


	平面図
設備・備品台帳


	
	事業者が基準該当介護予防訪問入浴介護事業者の指定を併せて受け、かつ、基準該当訪問入浴介護の事業と基準該当介護予防訪問入浴介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、予防給付型サービスの設備に関する基準を満たすことで、この基準を満たすものとする。

（平２４北九州市条例第51号第7条）
（平１１厚生省令第３７号第５７条第２項）


	⇒左記の規定に該当しているか。
　□該当している 
　□該当していない


	


第６　変更の届出

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	変更の届出
	指定に係る事業所の名称及び所在地その他介護保険法施行規則第１３１条第１項第２号で定める事項に変更があったときは、１０日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。
（介護保険法第７５条）
（介護保険法施行規則第１３１条第１項第２号）

※　届出を要する変更事項
　　（介護保険法施行規則第１１５条第１項第１号、第２号及び第４号（当該指定に係る事業に関するものに限る。）から第８号まで及び第１１号に掲げる事項））

①　事業所の名称及び所在地
②　事業者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名
③　登記事項証明書又は条例等
④　事業所の平面図並びに設備及び備品の概要
⑤　利用者の推定数

⑥　事業所の管理者の氏名、生年月日、住所
⑦　運営規程
⑧　指定居宅サービス基準第５１条の協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容

	⇒変更の届出は適切に行っているか。
　□行っている
　□行っていない
  □変更事項なし
	届出書類の控


第７　介護給付費の算定及び取扱い

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1)基本的事項
	訪問入浴介護事業に要する費用の額は、「指定居宅サービス介護給付費単位数表」により算定すること。
（平成１２年厚生省告示第１９号の一）

※　事業者が、事業所毎に所定単位数より低い単位数を設定する旨を、市長に事前に届出を行った場合は、この限りではない。

	⇒所定の単位数により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表
サービス提供の記録

	
	訪問入浴介護事業に要する費用の額は、「厚生労働大臣が定める１単位の単価」に別表に定める単位数を乗じて算定すること。
（平成１２年厚生省告示第１９号の二）
	⇒地域区分について適正に算定しているか。
  □適正に算定している
　□適正に算定していない
	

	
	１単位の単価に単位数を乗じて得た額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて計算すること。
（平成１２年厚生省告示第１９号の三）
	⇒１円未満の端数は切り捨てて適正に計算しているか。     
　□適正に計算している
　□適正に計算していない
	

	(2)看護、介護職員の取扱い
	利用者に対して、事業所の看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）１人及び介護職員２人が、訪問入浴介護を行った場合に算定する。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注１）
※　訪問入浴介護については、人員の算定上、看護職員を介護職員として数えることができる。例えば、訪問する３人の職員のうち２人が看護職員であっても差し支えない。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録

	(3)利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合の取扱い
	利用者に対して、入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、事業所の介護職員３人が指定訪問介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定すること。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注２）
※　この場合において、訪問入浴介護の提供に当たる３人の職員のうち、看護職員が含まれている場合であっても所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定することに変わりはない。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
	主治医意見書又はそれに類するもの
（事業所が直接主治医に確認した場合）利用者の同意書
介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(4)利用者の心身の状況により入浴を見合わせた場合の取扱い
【介護予防訪問入浴介護も対象】
	訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であって、利用者の希望により清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足部等の洗浄をいう。）を実施したときは、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定すること。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注３）
※　実際に入浴を行った場合に算定の対象となるため、入浴を見合わせた場合には算定できない。ただし、利用者の希望により清拭、部分浴を実施した場合には算定できる。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録
利用者に関する記録

	(5) 同一敷地内建物等に居住する利用者に対する取扱い
【介護予防訪問入浴介護も対象】
	事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは事業所と同一の建物（以下「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者（ただし事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者を除く。）又は事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定すること。

また、事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住する建物に居住する利用者に対して、訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の８５に相当する単位数を算定すること。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注４）
※　「同一敷地内建物等」の定義
「同一敷地内建物等」とは、事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物及び同一敷地内並びに隣接する敷地（事業所と建築物が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを指す。具体的には、一体的な建築物として、当該建物の１階部分に訪問介護事業所がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合など、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接する場合などが該当する。
また、当該建築物の管理、運営法人が事業所を運営する事業者と異なる場合であっても該当する。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

平面図等


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(5) 同一敷地内建物等に居住する利用者に対する取扱い
【介護予防訪問入浴介護も対象】
	※　「同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷地内建物等を除く。）」の定義
(1)　「事業所における利用者が同一建物に２０人以上居住する建物」とは、「同一敷地内建物等」に該当するもの以外の建築物を指し、当該建築物に事業所の利用者が２０人以上居住する場合に該当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数を合算しない。
(2)　利用者数は、１月間（歴月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当っては、小数点以下を切り捨てる。また、事業所が、予防給付型サービス事業と一体的な運営をしている場合、予防給付型サービス事業の利用者を含めて計算すること。
なお、当該建築物の管理、運営法人が事業所を運営する事業者と異なる場合であっても該当する。
※　当該減算は、事業所と建築物の位置関係により、効率的なサービス提供が可能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、本減算の適用については、位置関係のみをもって判断することがないよう留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきいでない。
（同一敷地内建物等に該当しないものの例）

・同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する場合
・隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てられており、横断するための迂回しなければならない場合

	
	


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(5) 同一敷地内建物等に居住する利用者に対する取扱い
【介護予防訪問入浴介護も対象】
	※　「同一敷地内等に５０人以上居住する建物」の定義
(1)　「同一敷地内建物等」のうち、当該「同一敷地内建物等」における事業所の利用者が５０人以上居住する建物の利用者全員に適用される。
(2)　利用者数は、１月間（歴月）の利用者数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算定に当っては、小数点以下を切り捨てる。

	
	

	(6)特別地域訪問入浴介護加算

【介護予防訪問入浴介護も対象】
	別に厚生労働大臣が定める地域（北九州市では馬島、藍島）に所在する事業所の訪問入浴介護事業者が訪問入浴介護を行った場合は、特別地域訪問入浴介護加算として、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注５）
	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない

　□算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録

	(7)中山間地域等における小規模事業所加算

【介護予防訪問入浴介護も対象】
	別に厚生労働大臣が定める地域（北九州市では馬島、藍島）に所在し、かつ、別に厚生労働大臣が定める施設基準（１月当たり延べ訪問回数が２０回以下の訪問入浴介護事業所であること）に適合する訪問入浴介護事業所の訪問入浴介護従業者が訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数に加算する。

（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注６）
	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない
  □算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録

	(8) 中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算

【介護予防訪問入浴介護も対象】
	別に厚生労働大臣が定める地域（北九州市では馬島、藍島）に居住している利用者に対して、通常の実施地域を越えて、訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注７）
	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない

  □算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録

	(9)サービス種類相互の算定関係
	利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは複合型サービスを受けている間は、訪問入浴介護費は算定しない。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のイの注８）
	⇒左記の期間に算定していないか。
　□算定していない
　□算定している
  □算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(10)初回加算
【介護予防訪問入浴介護も対象】
	新規利用者の居宅を訪問し、訪問入浴介護の利用に関する調整を行った上で、利用者に対して、初回の訪問入浴介護を行った場合は、１月につき２００単位を加算する。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のロ）
※　初回の訪問入浴介護を行う前に、当該事業所の職員が利用者の居宅を訪問し、浴槽の設置場所や給排水の方法の確認等を行った場合に算定が可能である。
※　当該加算は、初回の訪問入浴介護を行った日の属する月に算定すること。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない

  □算定事例なし
	サービス提供の記録等

	(1１)認知症専門ケア加算 

【介護予防訪問入浴介護も対象】
	別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市長に届け出た事業所において、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護が必要とする認知症の者（日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する利用者を指す）に対して認知症ケアを行った場合は、区分に従い、１日つき所定の単位数を加算する。ただし、認知症専門ケア加算のいずれかの加算を算定している場合においては、その他の認知症専門ケア加算は算定しない

（平１２厚生省告示第１９号の別表の２のハの注）
(1)　認知症専門ケア加算（Ⅰ）（３単位／日）

　次のいずれにも適合すること。
　ア　事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護が必要とする認知症の者（対象者）の占める割合が２分の１以上であること。

　イ　認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が２０人未満である場合にあっては１以上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては１に当該対象者の数が１９を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。

　ウ　事業所の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない

  □算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

訪問介護計画書



	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1１)認知症専門ケア加算 

【介護予防訪問入浴介護も対象】
	※　認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が２分の１以上の算定方法は、算定日が属する月の前３月間の利用者実人員数又は利用延人員数の平均で算定すること。また、届出を行った月以降においても、直近３月間の認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合につき、毎月継続的に所定の割合以上であることが必要である。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに加算等が算定されなくなる場合の届出を提出しなければならない。
※　「認知症介護に係る専門的な研修」とは、認知症介護実践リーダー研修及び認知症看護に係る適切な研修を指す

※　「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」の実施に当たっては、登録ヘルパーを含めて、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催することで差し支えない。
　　また、「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。その際、国のガイドラインを遵守すること。

(2)　認知症専門ケア加算（Ⅱ）（４単位／日）

次のいずれにも適合すること。
　ア　認知症専門ケア加算（Ⅰ）の基準に適合していること。

　イ　認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導等を実施していること。

　ウ　事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。
※　「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、認知症介護指導者養成研修及び認知症看護に係る適切な研修を指すもの。

	
	


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(１２)サービス提供体制強化加算
【介護予防訪問入浴介護も対象】
	別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市長に届け出た事業所が、利用者に対し、訪問入浴介護を行った場合は、１回につき所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のニの注）
(1)　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（４４単位）

（体制要件①～③のすべて、人材要件①②に適合する場合）

(2)　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）（３６単位）

（体制要件①～③のすべて、人材要件③に適合する場合）
(3)　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）（１２単位）

　（体制要件①～③のすべて、人材要件④又は⑤に適合する場合）
＜体制要件＞
①　事業所の全ての訪問入浴介護従業者に対し、訪問入浴介護従業者ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。
②　利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該訪問入浴介護事業所における訪問入浴介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。
③　事業所の全ての訪問入浴介護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。
＜人材要件＞
　①　事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が６０％以上であること。
　②　事業所の介護職員の総数のうち、勤続１０年以上の介護福祉士の占める割合が２５％以上であること。

③　事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が４０％以上又は介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が６０％以上であること。
④　事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が３０％以上又は介護福祉士、実務者研修修了者及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が５０％以上であること。
⑤　事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が３０％以上であること。
	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
□算定事例なし
算定している場合、該当する加算にチェック。

□サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
□サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
□サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

	研修資料等
資格証明書
修了証明書
要介護度の分布が分かる資料

留意事項に関する文書

サービス提供後の報告に係る記録
健康診断票


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1３)介護職員処遇改善加算
【介護予防訪問入浴介護も対象】


	別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして市長に届け出た訪問入浴介護事業所が、利用者に対し、サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令和６年３月３１日までの間、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（平成１２年厚生省告示第１９号の別表の２のホの注）
(1)　介護職員処遇改善加算Ⅰ

基本単位及び各種加算減算により算定した単位数の１０００分の５８に相当する単位数

※　厚生労働大臣が定める基準
①　介護職員の賃金（退職手当を除く。）の改善に要する費用の見込額が、介護職員処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じること。
②　当該訪問介護事業所において、①の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、市長に届け出ていること。
③　介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために介護職員の賃金水準（本加算による賃金改善部分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について市長に届け出ること。

④　当該訪問介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇改善に関する実績を市長に報告すること。

⑤　算定日が属する月の前１２か月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、　最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。⑥　当該訪問介護事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。
➆　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
⑦－１　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。かつ、この要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。
⑦－２　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。かつ、これについて、全ての介護職員に周知していること。


	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない
  □算定事例なし
⇒算定している場合、該当する加算にチェック。

□介護職員処遇改善加算Ⅰ
　□介護職員処遇改善加算Ⅱ
　□介護職員処遇改善加算Ⅲ
　
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

届出書類の控




	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1３)介護職員処遇改善加算
【介護予防訪問入浴介護も対象】


	⑦－3　介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。かつ、この要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。
⑧　②の届出に係る計画の期間中に実施する介護職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。
(2)　介護職員処遇改善加算Ⅱ

基本単位及び各種加算減算により算定した単位数の１０００分の４２に相当する単位数

※　厚生労働大臣が定める基準

上記①～⑥、⑦―１、⑦―２及び⑧に掲げる基準のいずれにも適合すること
(3)　介護職員処遇改善加算Ⅲ

基本単位及び各種加算減算により算定した単位数の１０００分の２３に相当する単位数

※　厚生労働大臣が定める基準　

(1)　上記①～⑥及び⑧に掲げる基準のいずれにも適合すること。
(2)　次に掲げる基準のいずれかに適合すること。

　イ　介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定め、且つ、その内容を書面とし、全ての介護職員に周知していること。

　ロ　介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保しており、且つ、それをすべての介護職員に周知していること。

	
	


	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1４)介護職員等特定処遇改善加算
【介護予防訪問入浴介護も対象】


	別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た事業所が、利用者に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

（平１２厚生省告示第１９号の別表の２のへの注）
(1)　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
基本単位及び各種加算減算により算定した単位数の１０００分の２１に相当する単位数
（下記の①～⑧の全てに適合）




(2)　介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）
基本単位及び各種加算減算により算定した単位数の１０００分の１５に相当する単位数
（下記の①～④、⑥～⑧の全てに適合）
※　内容の詳細については、「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年3月16日老発03１６第４号厚生労働省通知）を参照。
※　厚生労働大臣が定める基準

①　介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。
a　介護福祉士であって、経験及び技能を有する介護職員と認められる者（以下「経験・技能のある介護職員」という。）のうち一人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。ただし、介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこの限りでないこと。
b　事業所における経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。
c　介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均の二倍以上であること。ただし、介護職員以外の職員の平均賃金額が介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の平均賃金額を上回らない場合はその限りでないこと。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない
  □算定事例なし
⇒算定している場合、該当する加算にチェック。

□介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
　□介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

届出書類の控




	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1４)介護職員等特定処遇改善加算
【介護予防訪問入浴介護も対象】


	d　介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。
②　事業所において、賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、市長に届け出ていること。
③　介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すことはやむを得ないが、その内容について市長に届け出ること。
④　事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実績を市長に報告すること。
⑤　訪問入浴介護費におけるサービス提供体制加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)のいずれかを算定していること。
⑥　訪問入浴介護費における介護職員処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること。
⑦　②の届出の日に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。以下この号において同じ。）及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員に周知していること。
⑧　⑦の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。

	
	


第８　介護給付費の算定及び取扱い（介護予防訪問入浴介護）

	項　　目
	基　　　　　準
	チェックポイント
	確認資料

	(1)基本的事項
	利用者に対して、介護予防訪問入浴介護事業所の看護職員又は准看護師（以下「看護職員という。」）１人及び介護職員１人が、介護予防訪問入浴介護を行った場合に算定する。
　介護予防訪問入浴介護費　　　８５２単位

（平成１８年厚労省告示第１２７号の別表の１のイの注１）
	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している
　□適正に算定していない
  □算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録

	(2)利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合の取扱い
	利用者に対して、入浴により利用者の身体の状況等に支障を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師の意見を確認した上で、事業所の介護職員２人が指定訪問介護を行った場合は、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定すること。
（平成１８年厚労省告示第１２７号の別表の１のイの注２）
※　この場合において、訪問入浴介護の提供に当たる２人の職員のうち、看護職員が含まれている場合であっても所定単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定することに変わりはない。

	⇒左記により適正に算定しているか。
　□適正に算定している 

　□適正に算定していない
	主治医意見書又はそれに類するもの
（事業所が直接主治医に確認した場合）利用者の同意書
介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録

	(3)サービス種類相互の算定関係
	利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しない。
（平成１８年厚労省告示第１２７号の別表の１のイの注８）
	⇒左記の期間に算定していないか。
　□算定していない
　□算定している
  □算定事例なし
	介護給付費請求書
介護給付費明細書
サービス提供票・別表

サービス提供の記録


※　利用者の心身の状況により入浴を見合わせた場合の取扱い、事業所と同一敷地内建物等に居住する利用者に対するサービス提供に係る減算の取扱い、特別地域・中山間地域等に係る加算、サービス提供体制強化加算、介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算は訪問入浴介護と同様。
※　業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められることから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。
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